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今週のキーワード

次世代電池
Naイオン・Si負極が実用化へ、規制強化も加速

18
件

記事数

8
カ国

対象国

160
Wh/kg

Naイオン密度

500
Wh/kg

Si負極密度

今週の全18記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模
データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#01 CATL Naイオン電池 新製品
●●●●

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

CATLが量産型ナトリウムイオン電池を発表、160Wh
/kgと15分で80%充電を実現し、EV・定置用蓄電市
場に投入。

#02
Altris/Northvolt
Naイオン

企業戦略
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

AltrisとNorthvoltが提携し、非毒性鉄系正極材を用い
たNaイオン電池開発を加速。欧州サプライチェーン強
化へ。

#03 Lyten Li-S電池 技術発表
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○

Lytenが3Dグラフェンでリチウム硫黄電池の課題克服
を発表。高エネルギー密度と長寿命を両立しEV・航空
宇宙に期待。

#04 Sila Si負極材 新製品
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○

Sila NanotechnologiesがEV向け次世代シリコン負極
材「Titan」を発表。エネルギー密度20%向上で航続
距離延長に貢献。

#05
Amprius
Si負極500Wh/kg

技術発表
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

Ampriusがシリコンナノワイヤー負極で500Wh/kg超
のエネルギー密度を達成。航空宇宙・ドローン向けに
期待。

#06 パナ・テスラ乾式電極 企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

●

パナソニックとテスラが乾式電極製造技術で協力強化
。コスト20%減、エネルギー30%減を目指し、EVバ
ッテリー製造の標準化へ。

#07
Form Energy
鉄空気電池

プロジェ
クト発表

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●○
○

Form Energyが初の商業規模鉄空気電池プロジェクト
資金調達を完了。15MW/1.5GWhで100時間蓄電、2
025年稼働目指す。

#08 ESS Inc. 鉄フロー電池 製品導入
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

ESS Inc.がカリフォルニアで系統用鉄フロー電池を導
入開始。4時間以上の長時間蓄電で再エネ統合と系統
安定化に貢献。

#09 テスラ Megapack NZ 製品導入
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○

ニュージーランドでテスラMegapackを用いた大規模
BESSが稼働。185MWhで再エネ統合と系統安定化に
貢献。

#10
Fluence/Wärtsilä
BESS安全

企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

FluenceとWärtsiläがBESSの安全性強化で提携。火災
安全対策や熱暴走管理を強化し、グローバル展開を加
速。

#11
Redwood
欧州リサイクル

企業戦略
●●●○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

Redwood Materialsが欧州に大規模バッテリーリサイ
クル工場を建設へ。EVバッテリーから貴重金属を回収
し、クローズドループ構築。

#12
Ascend
直接リサイクル

企業戦略
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○

Ascend Elementsがケンタッキー州で直接リサイクル
能力を拡張。ブラックマスから直接正極材前駆体を製
造し、年間3万トン処理へ。
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# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#13 EUバッテリー規則発効 規制発効
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●

EUバッテリー規則が発効。原材料調達、リサイクル材
使用、CFP開示などライフサイクル全体で持続可能性
を義務付け。

#14 米DOE LDES資金提供 政策発表
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○

米国DOEがLDES技術の商業化加速へ数億ドルの資金
提供を発表。多様なLDES技術のパイロット・実証プ
ロジェクトを支援。

#15 AEMO BESS接続規則 規制更新
●○○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

●
●●○○

○

AEMOがBESSの系統接続規則を更新。大規模BESSの
迅速な系統統合を促進し、再エネ導入拡大と系統柔軟
性向上へ。

#16 ドイツ VPP稼働 プロジェ
クト稼働

●●●○
○

●●●●
●

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

ドイツで住宅用蓄電池を統合したVPPが稼働。数千軒
の蓄電池を遠隔制御し、系統需給調整と再エネ出力平
準化に貢献。

#17 DC向けBESS採用加速 市場動向
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○
データセンター業界でBESSの採用が加速。ディーゼ
ル発電機代替として信頼性向上と脱炭素化に貢献。

#18
日本セカンドライフBA
TT

実証プロ
ジェクト

●●●○
○

●●●●
●

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
●

日本でEVセカンドライフバッテリー活用充電ステーシ
ョンが稼働。導入コスト削減と資源循環を促進。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low | 背景黄色＝注目記事
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今週、判断に影響しうる3つの問い

❶ ナトリウムイオン電池の本格普及は、あなたの製品設計を変えるか？
CATLが160Wh/kgの量産型Naイオン電池をEV・ESS向けに投入し、急速充電性能も実証。リチウム資源依存低減とコス
ト優位性から、中・低価格帯EVや定置用蓄電で急速な普及が予想されます。既存のLiBを前提とした設計やサプライチェ
ーンを見直す時期に来ているかもしれません。

❷ EUバッテリー規則は、あなたのサプライチェーンに致命的な影響を与えるか？
EUバッテリー規則が発効し、リサイクル材使用義務、CFP開示、デジタルパスポートなどが義務化されます。特に2031
年以降のリサイクル材最低含有率（Li、Ni、Co）は、日本の材料・部品メーカーにとって大きな課題です。既存のサプラ
イヤー選定基準や調達戦略を早急に見直す必要があります。

❸ 乾式電極技術は、あなたのバッテリー製造コストと環境負荷を劇的に改善するか？
パナソニックとテスラが乾式電極技術で協力強化を発表。製造コスト20%減、エネルギー消費30%減を目指し、量産化に
向けた最終段階です。この技術が確立されれば、バッテリー製造の標準が大きく変わり、既存の湿式プロセスに固執する
企業は競争力を失う可能性があります。自社の製造プロセスへの導入可能性を検討すべきです。

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

Naイオン高密度負極

乾式電極 LDES
リサイクル

BESS安全

VPP/DC

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● Naイオン 注意 安価な電池で新市場開拓 日本のLiB競争力低下

● 高密度負極 注意 EV/航空機性能向上 材料開発競争激化

● 乾式電極 機会大 製造コスト・環境負荷減 既存設備陳腐化リスク

● LDES 機会大 再エネ系統安定化 新規参入企業との競争

● リサイクル 注意 資源循環ビジネス創出 規制対応コスト増

● BESS安全 参考 BESS市場の健全な成長 安全対策コスト増

● VPP/DC 機会大 新たな電力サービス 既存電力事業者の変革
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深掘り ① ― CATL、量産型Naイオン電池で市場を牽引
#01 | 2024/04/25 | CATL | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●● データ信頼性●●●●○
日本関連度●●●●○

中国CATLがEV・定置用蓄電向けに最新ナトリウムイオン電池の量産開始を発表。セルレベルで160Wh/kgのエネルギ
ー密度と、常温15分で80%充電可能な急速充電性能を誇ります。既に特定のEVモデルへの供給も開始されており、リ
チウム資源への依存低減とコスト競争力向上に貢献すると期待されます。

ナトリウムイオン電池は、リチウムイオン電池と同等の製造設備が利用可能であり、既存サプライチェーンへの統合も
比較的容易とされます。CATLの発表は、Naイオン電池が実用化段階に入り、LiBの代替または補完として市場に本格参
入する重要なマイルストーンとなります。

▶ 技術者の視点

CATLの160Wh/kgという数値は、LFP系LiBに匹敵し、初期のNaイオン電池の課題を大きく克服した画
期的な性能です。特に急速充電性能はEV用途で非常に魅力的です。ただし、サイクル寿命や低温環境下
での長期信頼性に関する詳細データはまだ限定的であり、今後の検証が必要です。 【機会】日本の材料
メーカーは、Naイオン電池向け新規材料（正極、負極、電解液、セパレータ）の開発・供給で新たなビ
ジネスチャンスを掴めます。セルメーカー/OEMは、低コストEVやESS向けにNaイオン電池の採用を検
討し、サプライチェーンの多様化を図るべきです。 【脅威】日本のLiBメーカーは、中・低価格帯市場
での競争激化に直面します。特に中国勢の先行は顕著であり、技術開発とコスト競争力強化が急務です
。調達部門は、リチウム価格変動リスクを考慮し、Naイオン電池の動向を注視すべきです。 【次のア
クション】R&D;部門は、Naイオン電池の最新技術動向を詳細に分析し、自社技術との比較評価を即時
開始。経営企画部門は、Naイオン電池の市場投入が自社の製品ポートフォリオに与える影響を短期的に
評価し、戦略見直しに着手すべきです。

深掘り ② ― パナソニックとテスラ、乾式電極技術で製造革新
#06 | 2024/05/07 | Panasonic Energy | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●●●

パナソニックエナジーとテスラが、EV用バッテリーの乾式電極製造技術の開発協力を強化すると発表しました。この技
術は、電極製造プロセスから有機溶剤を排除することで、製造コストを最大20%、エネルギー消費を最大30%削減す
ることを目指します。両社はパイロットラインでの検証を進めており、量産化に向けた最終段階です。

従来の湿式塗工法は多量の有機溶剤と乾燥工程での莫大なエネルギーを消費するため、環境負荷とコストが課題でした
。乾式電極技術は、これらの課題を解決し、バッテリー製造のカーボンフットプリントを大幅に改善する可能性を秘め
ています。製造プロセスの簡素化は、工場建設期間短縮や初期投資低減にも繋がります。
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▶ 技術者の視点

乾式電極技術は、バッテリー製造における長年の課題を解決するブレークスルーであり、パナソニック
とテスラの協力は業界全体に大きな影響を与えます。コスト20%減、エネルギー30%減という目標は非
常に野心的ですが、実現すれば製造プロセスの標準を塗り替えるでしょう。ただし、電極の均一性や接
着性、大規模量産時の安定性など、技術的な課題はまだ残されています。 【機会】日本の材料メーカー
は、乾式プロセスに適した新規バインダーや導電助剤の開発で優位に立てます。製造装置メーカーは、
乾式電極製造装置の需要増大に対応するチャンスです。セルメーカー/OEMは、製造コストと環境負荷
を大幅に削減し、競争力を高めることができます。 【脅威】既存の湿式電極製造設備や関連サプライチ
ェーンを持つ企業は、技術転換への対応が遅れると陳腐化のリスクがあります。特に、溶剤や乾燥工程
に特化したサプライヤーは、事業モデルの見直しを迫られるでしょう。 【次のアクション】R&D;部門
は、乾式電極技術の最新動向を継続的に調査し、自社技術への応用可能性を評価。製造部門は、パイロ
ットラインでの検証結果を注視し、将来的な設備投資計画に反映させる準備を短期的に開始すべきです
。
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深掘り ③ ― EUバッテリー規則発効、サプライチェーンに大変革
#13 | 2024/05/01 | 欧州委員会 | 技術新規性●○○○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●● データ信頼性●●●●●
日本関連度●●●●●

欧州連合（EU）の新しいバッテリー規則が正式に発効しました。この規制は、バッテリーの設計から生産、使用、リサ
イクルに至るライフサイクル全体にわたる持続可能性を義務付けています。特に、原材料の責任ある調達、リサイクル
材の最小含有率、カーボンフットプリント（CFP）の開示、デジタルパスポートの導入が主要な要件です。

この規則は、EU市場に投入される全てのバッテリーに適用され、域外からの輸入品にも同様の要件が課されます。これ
により、グローバルなバッテリーサプライチェーン全体が、より持続可能で透明性の高い製造プロセスへの移行を強く
促されることになります。2031年以降のリサイクル材最低含有率義務は、特に大きな影響を与えます。

▶ 技術者の視点

EUバッテリー規則は、単なる環境規制ではなく、バッテリー産業のビジネスモデルとサプライチェーン
の根幹を変えるものです。特に、CFP開示やデジタルパスポートは、材料レベルからのトレーサビリテ
ィ確保を要求し、既存のデータ管理システムでは対応が困難なケースも出てくるでしょう。リサイクル
材の義務化は、リサイクル技術の高度化と回収ネットワークの構築を加速させます。 【機会】日本の材
料メーカーは、低CFP材料やリサイクル材を活用した製品開発で差別化を図れます。リサイクル技術を
持つ企業は、欧州市場でのビジネスチャンスが拡大します。デジタルソリューションプロバイダーは、
バッテリーパスポートやトレーサビリティシステムの構築で貢献できます。 【脅威】日本のセルメーカ
ー/OEMは、サプライヤー選定や製品設計において、EU規則への適合が必須となります。調達・購買部
門は、原材料の調達先やプロセスにおけるデューデリジェンスを強化し、非適合リスクを管理する必要
があります。対応が遅れれば、EU市場からの締め出しのリスクがあります。 【次のアクション】経営
企画部門は、EU規則の全容を理解し、自社への影響度を評価するタスクフォースを即時立ち上げ。R&D
;部門は、リサイクル材利用技術や低CFP材料の開発を短期的に加速。調達部門は、サプライヤーへの規
則説明と情報収集を速やかに開始すべきです。

その他の注目記事
Sila Nanotechnologies、EV向け次世代シリコン負極材「Titan」を発表
技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●●○ 市場インパクト●●●●○

シリコン負極材の課題を克服し、エネルギー密度を最大20%向上。EVの航続距離延長と充電時間短縮に貢献し、既に
コンシューマー製品で実績あり。日本のEV・電池メーカーは注目すべき。

米国エネルギー省、長時間エネルギー貯蔵（LDES）プロジェクトに数億ドルの資金提供を発表
技術新規性●○○○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●●

米国政府がLDES技術の商業化を強力に後押し。フロー電池、熱貯蔵など多様な技術が対象で、再エネ導入拡大と系統
レジリエンス向上に貢献。日本のLDES関連企業は動向を注視すべき。

Amprius Technologies、シリコン負極セルで500 Wh/kg超の記録的なエネルギー密度を達成
技術新規性●●●●● 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●○

シリコンナノワイヤー負極で500Wh/kg超を達成。航空宇宙、ドローン、軍事といった高付加価値分野での応用が期待
されるブレークスルー。日本の高機能材料メーカーは技術連携を検討すべき。

日本で電気自動車（EV）用セカンドライフバッテリーを用いた充電ステーションが稼働開始
技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●○○

日本でのEVバッテリー再利用の具体例。充電インフラコスト削減と資源循環を両立し、持続可能なモビリティ社会に貢
献。日本の自動車メーカー、商社、政府機関が連携を強化すべき。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）
• 【経営企画】EUバッテリー規則の主要要件を全社で共有し、自社製品・サプライチェーンへの影響度評価タス
クフォースを立ち上げる。

• 【R&D;】CATLのNaイオン電池（160Wh/kg、15分80%充電）の技術詳細を分析し、自社LiB技術との性能比
較およびロードマップへの影響を評価する。

• 【調達】主要サプライヤーに対し、EUバッテリー規則への対応状況（CFPデータ、リサイクル材使用計画など
）に関する情報提供を要請する。

▍短期（1ヶ月）
• 【R&D;】乾式電極技術の最新動向（パナソニック・テスラ協力）を調査し、自社製造プロセスへの導入可能性
とコスト削減効果の試算を開始する。

• 【半導体PKG/EV設計】Sila NanotechnologiesやAmpriusのシリコン負極材のサンプル評価を検討し、次世代
製品への適用可能性を検証する。

• 【経営企画】Naイオン電池の市場投入が、中・低価格帯EVおよび定置用蓄電市場における自社の競争戦略に与
える影響を分析し、対応策を検討する。

▍中長期（四半期〜）
• 【R&D;/製造】乾式電極技術の本格導入に向けた設備投資計画と人材育成計画を策定し、既存設備からのスムー
ズな移行戦略を立案する。

• 【経営企画/調達】EUバッテリー規則のデジタルパスポート要件に対応するため、サプライチェーン全体のトレ
ーサビリティシステム構築を検討し、ベンダー選定を開始する。

• 【R&D;/事業開発】長時間エネルギー貯蔵（LDES）技術（鉄空気電池、フロー電池など）の市場動向と米国D
OEの資金提供プログラムを注視し、新規事業参入や技術提携の可能性を模索する。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 | Gemini API + Claude | 2026-05-16
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CATL、EVおよび定置用蓄電向け最新ナトリウムイオン電
池を公開

概要

中国のバッテリー大手CATLは、同社初の量産型ナトリウムイオン電池の最新技術仕様
を発表しました。このセルは、エネルギー密度160Wh/kgを達成し、常温でわずか15分
で80%の充電が可能という高性能を誇ります。EVや定置用蓄電システムへの応用が期

待されており、特定のEVモデルには既に供給が開始されています。これにより、リチ
ウム資源への依存を減らし、より持続可能なエネルギーソリューションへの道が開か
れると見込まれます。

公開日 2024年04月25日  CATL  中国



詳細

背景：次世代バッテリー技術の台頭

世界的な電気自動車（EV）普及と再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、リチウムイオ
ン電池は主要な蓄電ソリューションとしてその地位を確立してきました。しかし、リチ
ウム資源の偏在性、価格変動、そして環境負荷といった課題が浮上しています。このよ
うな背景から、リチウムに代わる安価で豊富に入手可能な元素を用いた次世代バッテリ
ー技術、特にナトリウムイオン電池への注目が高まっています。ナトリウムイオン電池
は、リチウムイオン電池と同等の製造設備が利用できる可能性も高く、既存のサプライ
チェーンへの統合も比較的容易であると期待されています。

主要内容：CATLのナトリウムイオン電池、商用化へ

中国の電池大手CATLは、EVおよび定置用蓄電システム（ESS）向けに開発された最新の
第1世代ナトリウムイオン電池の量産開始を発表しました。この新電池は、セルレベル
で160Wh/kgという優れたエネルギー密度を実現しており、これは初期の報道と比較し
ても大幅な性能向上を示しています。充電性能も非常に高く、常温環境下でわずか15分
で80%まで充電が可能です。さらに、低温環境下でも良好な性能を維持できる特性は、
幅広い地域での実用性を示唆しています。

エネルギー密度: セルレベルで160Wh/kgを達成。

急速充電性能: 常温で15分で80%充電可能。

低温性能: 極寒環境下でも性能を維持。

用途: 主に電気自動車（EV）と定置用蓄電システム（ESS）をターゲット。

現状: 既に特定のEVモデルに供給が開始されており、商用導入が加速している。



技術的意義と市場への影響

CATLによるナトリウムイオン電池の商用化は、バッテリー業界における重要なマイルス
トーンです。この技術の進展は、リチウムイオン電池に代わる、あるいはそれを補完す
る新たな選択肢を提供します。特に、リチウム資源への依存度を低減し、サプライチェ
ーンの多様化を促進することで、地政学的リスクを分散し、安定したバッテリー供給に
貢献する可能性を秘めています。また、ナトリウムは地球上に豊富に存在するため、原
材料コストの低減にも繋がり、EVやESSのさらなる普及を後押しすると期待されます。
これにより、コスト競争力のある新しいEVモデルや、再生可能エネルギーの導入を加速
させる定置用蓄電システムが市場に登場し、関連産業に新たなビジネスチャンスをもた
らすでしょう。今後は、さらなるエネルギー密度向上とサイクル寿命の最適化が課題と
なります。

元記事: https://www.catl.com/en/news/1531.html

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.catl.com/en/news/1531.html


Altris、Northvoltとの提携で次世代ナトリウムイオン電池
セルの開発を加速

概要

スウェーデンのバッテリー材料開発企業Altrisは、大手バッテリーメーカーNorthvoltと
提携し、次世代ナトリウムイオン電池セルの開発を進めることを発表しました。Altris

は、非毒性の鉄系正極材に強みを持ち、Northvoltの先進的な電池製造技術と組み合わ

せることで、持続可能でコスト効率の高いバッテリーソリューションの実現を目指し
ます。この協力は、欧州におけるバッテリーサプライチェーンの多様化と技術革新を
促進する動きとして注目されています。

公開日 2024年04月11日  Altris  スウェーデン



詳細

背景：リチウム依存からの脱却と欧州の戦略

欧州連合（EU）は、電気自動車（EV）や定置用蓄電システム（ESS）の普及を強力に推
進する一方で、バッテリー製造におけるリチウム資源への高い依存度を課題と認識して
います。持続可能な社会への移行と地政学的リスクの低減のため、リチウム以外の元素
を用いた次世代バッテリー技術の開発と域内サプライチェーンの確立が急務となってい
ます。特に、ナトリウムイオン電池は、リチウムよりも豊富で安価なナトリウムを主要
材料とするため、欧州における戦略的自律性を高める上で重要な選択肢として注目され
ています。

主要内容：AltrisとNorthvoltがナトリウムイオン電池開発で提携

スウェーデンを拠点とするバッテリー材料開発のスタートアップ企業であるAltrisは、欧
州のリチウムイオン電池大手Northvoltと戦略的提携を結び、次世代ナトリウムイオン電
池セルの開発を加速することを発表しました。Altrisは、正極材として非毒性で鉄をベー
スとした独自の材料技術を有しており、この材料は安定性とコスト効率に優れていま
す。Northvoltは、ギガファクトリーでの大規模な電池製造に関する深い専門知識と経験
を持っており、両社の強みを組み合わせることで、ナトリウムイオン電池の実用化と量
産化を迅速に進める計画です。

提携企業: Altris（バッテリー材料開発）とNorthvolt（リチウムイオン電池大手）。

技術焦点: 非毒性で鉄ベースの正極材を用いたナトリウムイオン電池。

目標: 持続可能でコスト効率の高い次世代バッテリーソリューションの実現。

地域戦略: 欧州におけるバッテリーサプライチェーンの多様化と強化。

開発段階: 応用研究から試作、将来的な商用化を目指す。



技術的意義と市場への影響

このAltrisとNorthvoltの提携は、大手バッテリーメーカーがナトリウムイオン電池技術
に本格的に参入し、その実用化を加速させる重要な動きを示しています。Altrisの革新的
な材料技術とNorthvoltの製造能力の融合は、ナトリウムイオン電池が抱える量産化とコ
スト競争力の課題克服に貢献する可能性が高いです。特に欧州市場において、これによ
りリチウム資源への依存を減らし、より環境に配慮したバッテリーソリューションの普
及を促進するでしょう。定置用蓄電や一部のEV市場において、より安価で安全性の高い
選択肢が提供されることで、再生可能エネルギーの導入加速や電動モビリティの多様化
に貢献すると期待されます。この提携は、欧州のバッテリー産業における新たな材料サ
プライヤーや製造技術の機会を創出し、地域経済にもポジティブな影響を与えるでしょ
う。

元記事: https://altris.se/news/altris-northvolt/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://altris.se/news/altris-northvolt/


Lyten、3Dグラフェンを用いたリチウム硫黄電池技術で画
期的な進展を発表

概要

米国のLyten社は、独自の3Dグラフェン材料「LytCel」を活用したリチウム硫黄電池技
術でブレークスルーを達成したと発表しました。この技術は、リチウム硫黄電池の主
要課題であるポリスルフィドシャトル効果の抑制とリチウム金属負極の安定性向上に

貢献し、高エネルギー密度と長寿命を両立させることを目指します。特にEV、航空、
ドローンといった高密度エネルギーが求められる分野での採用が期待されています。

公開日 2024年04月18日  Lyten  米国



詳細

背景：高エネルギー密度電池への飽くなき探求

電気自動車（EV）の航続距離延長や電動航空機、高性能ドローンの実現には、既存のリ
チウムイオン電池をはるかに上回るエネルギー密度を持つバッテリーが不可欠です。リ
チウム硫黄（Li-S）電池は、硫黄を正極材として用いることで、理論上、現在のリチウ
ムイオン電池の数倍のエネルギー密度を達成できる可能性を秘めています。しかし、硫
黄の体積変化による電極崩壊、充電・放電中に生成されるポリスルフィドが電解液中に
溶け出す「ポリスルフィドシャトル効果」、そしてリチウム金属負極のデンドライト形
成といった課題が、その実用化を阻んできました。

主要内容：Lyten、3DグラフェンでLi-S電池の課題を克服

米国の材料科学企業Lytenは、独自開発した3Dグラフェン材料「LytCel」を応用すること
で、リチウム硫黄電池技術における重要な進展を達成したと発表しました。この革新的
なアプローチは、リチウム硫黄電池の長年の課題であったポリスルフィドシャトル効果
を効果的に抑制し、同時にリチウム金属負極の安定性を大幅に向上させることを可能に
します。LytCelの多孔質かつ高表面積の構造が、ポリスルフィドを物理的に捕捉し、リ
チウム金属負極上での均一なリチウム析出を促進することで、高いエネルギー密度と優
れたサイクル寿命の両立を目指します。

技術核: 独自の3Dグラフェン材料「LytCel」の応用。

主要課題克服: ポリスルフィドシャトル効果の抑制、リチウム金属負極の安定性向
上。

性能目標: 高エネルギー密度と長寿命の両立。

ターゲット用途: 電気自動車（EV）、航空機、ドローン、宇宙航空産業。

開発段階: 試作段階であり、応用研究と実用化に向けた検証が進められている。



技術的意義と産業への展望

Lytenによるリチウム硫黄電池技術の進展は、高エネルギー密度バッテリーの実現に向
けた重要なマイルストーンとなります。特に、ポリスルフィドシャトル効果とリチウム
金属負極の安定性という、Li-S電池の実用化における二大課題に対する有望な解決策を
提示しています。この技術が商業化されれば、バッテリーの重量を大幅に削減できるた
め、電動航空機や長距離EV、高性能ドローンなど、既存のバッテリー技術では実現困難
だった分野でのイノベーションを加速させるでしょう。これは、航空宇宙産業やモビリ
ティ産業に新たな市場を開拓し、バッテリーサプライチェーンにおける新たな材料需要
を生み出す可能性を秘めています。今後の課題は、サイクル寿命のさらなる向上、大規
模量産技術の確立、そしてコスト競争力の確保が挙げられますが、本発表はLi-S電池の
未来に大きな期待を抱かせるものです。

元記事: https://lyten.com/news/lyten-achieves-breakthrough-in-lithium-sulfur-battery-technology-for-

ev-and-aerospace-applications/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://lyten.com/news/lyten-achieves-breakthrough-in-lithium-sulfur-battery-technology-for-ev-and-aerospace-applications/
https://lyten.com/news/lyten-achieves-breakthrough-in-lithium-sulfur-battery-technology-for-ev-and-aerospace-applications/


Sila Nanotechnologies、EVバッテリー向け次世代シリコ
ン負極材を発表

概要

米国のSila Nanotechnologiesは、電気自動車（EV）バッテリー向けの次世代シリコン
負極材「Titan」を発表しました。この材料は、既存のグラファイト負極と比較してエ
ネルギー密度を大幅に向上させ、EVの航続距離延長と充電時間の短縮に貢献すると期

待されます。既に一部のコンシューマーエレクトロニクス製品で採用実績があり、EV

市場への本格的な展開を目指しています。

公開日 2024年05月02日  Sila Nanotechnologies  米国



詳細

背景：EV性能向上のボトルネックとシリコンの可能性

電気自動車（EV）のさらなる普及には、航続距離の延長と充電時間の短縮が不可欠であ
り、これらは主にバッテリーのエネルギー密度に依存します。現在のリチウムイオン電
池の負極材として主流であるグラファイトは、理論的な容量限界に近づいており、これ
以上の大幅な性能向上は困難です。一方、シリコンはグラファイトの約10倍という圧倒
的な理論容量を持つため、次世代負極材として大きな期待が寄せられてきました。しか
し、充放電時の大きな体積膨張と、それに伴うサイクル寿命の低下が実用化への主要な
課題となっていました。

主要内容：Sila Nanotechnologiesが次世代シリコン負極材「Titan」を発表

米国のバッテリー材料開発企業Sila Nanotechnologiesは、電気自動車（EV）バッテリー
の性能を画期的に向上させる次世代シリコン負極材「Titan」を発表しました。Titan
は、独自のナノスケール設計と材料組成によって、シリコンの体積膨張問題とサイクル
寿命の課題を克服しています。この新材料を既存のグラファイト負極と置き換えること
で、バッテリーのエネルギー密度を最大で20%向上させることが可能となり、EVの航続
距離を大幅に伸ばし、同時に充電時間を短縮する効果が期待されます。 Sila
Nanotechnologiesは既に、一部の高級スマートフォンやウェアラブルデバイスにこの技
術を供給し、その実用性と信頼性を証明しています。

製品名: 次世代シリコン負極材「Titan」。

主要な特徴: エネルギー密度を最大20%向上、充電時間の短縮に寄与。

技術革新: シリコンの体積膨張とサイクル寿命の課題をナノ技術で克服。

初期採用: 一部のコンシューマーエレクトロニクス製品で既に実績。

主要ターゲット: 電気自動車（EV）市場への本格展開。



技術的意義と市場への影響

Sila Nanotechnologiesによる「Titan」の発表は、シリコン負極材がEV向けに高い性能向
上と実用化の道筋を示した点で極めて重要です。この技術は、高容量化を達成しながら
も、バッテリーの耐久性や安全性を確保するブレークスルーを意味します。EVメーカー
にとっては、航続距離を伸ばすことで消費者の「航続距離の不安」を解消し、急速充電
能力を向上させることで利便性を高めることが可能になります。これにより、EVの市場
競争力は一段と高まり、ガソリン車からの移行を加速させる要因となるでしょう。ま
た、Silaのような高性能材料サプライヤーは、新しいサプライチェーンの中心的存在と
なり、バッテリー産業全体に新たなビジネス機会をもたらします。今後の課題は、コス
ト低減、量産規模のさらなる拡大、そして既存の電池製造プロセスへの円滑な統合が挙
げられますが、本発表は次世代EVバッテリーの進化を決定づけるものと言えます。

元記事: https://www.sila.com/news/sila-nanotechnologies-unveils-next-gen-silicon-anode-material-for-

ev-batteries

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.sila.com/news/sila-nanotechnologies-unveils-next-gen-silicon-anode-material-for-ev-batteries
https://www.sila.com/news/sila-nanotechnologies-unveils-next-gen-silicon-anode-material-for-ev-batteries


Amprius Technologies、シリコン負極セルで500 Wh/kg
超の記録的なエネルギー密度を達成

概要

米国のAmprius Technologiesは、独自のシリコンナノワイヤー負極技術を用いて、セル
レベルで500 Wh/kgを超える記録的なエネルギー密度を達成したと発表しました。こ
の成果は、現在のリチウムイオン電池の性能を大幅に凌駕するものであり、特に高エ

ネルギー密度が必須となる航空宇宙、ドローン、軍事といった特殊用途での応用が期
待されています。この技術は、バッテリー性能の限界を押し広げる可能性を秘めてい
ます。

公開日 2024年04月24日  Amprius Technologies  米国



詳細

背景：極限用途におけるバッテリー性能の限界

航空宇宙、ドローン、高性能軍事システムといった分野では、バッテリーの重量と体積
が運用上の極めて重要な制約となります。これらの用途では、わずかな重量削減がペイ
ロード能力や航続距離に劇的な影響を与えるため、可能な限り高いエネルギー密度を持
つバッテリーが求められています。既存のリチウムイオン電池技術は進化を続けていま
すが、その物理的・化学的限界に近づきつつあり、新たな材料と構造を持つバッテリー
の開発が不可欠とされてきました。特に、より軽量で高容量な負極材料の開発が、この
問題解決の鍵となります。

主要内容：Ampriusがシリコンナノワイヤー負極で新記録樹立

米国のバッテリー技術企業Amprius Technologiesは、同社の革新的なシリコンナノワイ
ヤー負極技術を適用したセルにおいて、500 Wh/kgを超える驚異的なエネルギー密度を
達成したと発表しました。これは、現在市場に出回っているほとんどのリチウムイオン
電池を大きく上回る記録的な数値であり、バッテリー業界における技術の進歩を示す重
要なマイルストーンです。Ampriusの技術は、シリコンをナノワイヤー構造に加工する
ことで、シリコンの大きな体積膨張という課題を克服し、高容量化とサイクル安定性を
両立させています。この高いエネルギー密度は、特に、航空機、ドローン、軍事用途な
ど、極めて高いエネルギー対重量比が求められるアプリケーションに特化して開発され
ています。

達成された性能: セルレベルで500 Wh/kgを超えるエネルギー密度。

技術の核: 独自のシリコンナノワイヤー負極技術。

主要用途: 航空宇宙、ドローン、軍事システムなど、高エネルギー密度が要求される
分野。

意義: 既存リチウムイオン電池の性能を大幅に上回る。

開発段階: 試作段階であり、顧客認証プロセスを経て実用化を目指す。



技術的意義と市場への影響

Amprius Technologiesによる500 Wh/kg超のエネルギー密度達成は、高容量負極材料の
可能性を最大化し、バッテリー性能の限界を大きく押し広げる技術的ブレークスルーで
す。この技術は、現在の電池では実現困難だった革新的な製品やサービスの創出を可能
にします。例えば、電動航空機の離陸重量を劇的に削減したり、ドローンの飛行時間を
大幅に延長したり、あるいは軍事用装備の運用時間を向上させることができます。これ
により、特定のニッチ市場、特に高付加価値分野での新たなビジネスチャンスが生まれ
るでしょう。今後の課題としては、この高エネルギー密度を維持しながらサイクル寿命
をさらに確保すること、そして大量生産技術とコスト効率の確立が挙げられます。しか
し、この成果は、バッテリー駆動デバイスの未来を再定義する可能性を秘めています。

元記事: https://amprius.com/newsroom/amprius-technologies-reports-record-energy-density-for-

silicon-anode-cells/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://amprius.com/newsroom/amprius-technologies-reports-record-energy-density-for-silicon-anode-cells/
https://amprius.com/newsroom/amprius-technologies-reports-record-energy-density-for-silicon-anode-cells/


パナソニックとテスラ、次世代乾式電極製造技術で協力体
制を強化

概要

パナソニックエナジーとテスラは、電気自動車（EV）用バッテリーの製造における乾
式電極技術の開発協力を強化すると発表しました。この技術は、電極製造プロセスか
ら有機溶剤の使用を排除することで、製造コストを最大20%、エネルギー消費を最大

30%削減することを目指しています。両社は現在、パイロットラインでの検証を進め
ており、環境負荷の低減と生産効率の大幅な向上を通じて、EVバッテリー製造の新た
な標準を確立することを目指します。

公開日 2024年05月07日  Panasonic Energy  日本



詳細

背景：持続可能なバッテリー製造への転換

電気自動車（EV）の急速な普及は、バッテリー製造の需要を爆発的に増加させていま
す。しかし、従来のバッテリー電極製造プロセスである湿式塗工法は、多量の有機溶剤
を使用し、その乾燥工程で莫大なエネルギーを消費するため、環境負荷と製造コストの
両面で課題を抱えていました。持続可能な社会への移行が強く求められる中、バッテリ
ー産業においても、より環境に優しく、かつ経済効率の高い製造技術の開発が喫緊の課
題となっています。このような状況下で、溶剤を使用しない乾式電極技術が次世代の製
造方法として注目を集めています。

主要内容：乾式電極技術の開発協力と目標

日本の主要電池メーカーであるパナソニックエナジーと米国のEV大手テスラは、EV用
バッテリーの製造効率と環境性能を大幅に向上させる乾式電極技術の開発において協力
を強化していることを公表しました。乾式電極技術は、電極材料とバインダーを混合・
圧延して電極シートを形成するプロセスで、従来の湿式プロセスで必要だった溶剤の塗
布・乾燥工程を省略します。両社は、この革新的な技術の導入により、製造コストを約
20%削減し、製造工程におけるエネルギー消費量を約30%低減することを目指していま
す。現在、共同でパイロット生産ラインでの技術検証と最適化を進めており、量産化に
向けた最終段階に入っています。

技術の核: 溶剤を使用しない乾式プロセスによる電極製造。

主要な目標: 製造コストを最大20%削減、エネルギー消費量を最大30%削減。

協力体制: パナソニックエナジーの製造技術とテスラのEVバッテリー設計ノウハウを
融合。

現在の進捗: 共同パイロットラインでの検証と実用化に向けた取り組みを推進中。

環境影響: 有機溶剤の排出削減、エネルギー消費の低減によるCO2排出量削減。



影響と展望：バッテリー産業のパラダイムシフト

パナソニックとテスラによる乾式電極技術の開発協力は、バッテリー製造プロセスのパ
ラダイムシフトを象徴するものです。この技術が商業規模で確立されれば、EVバッテリ
ーの製造コストと環境負荷が劇的に低減され、EVのさらなる価格競争力向上と普及加速
に大きく貢献するでしょう。特に、エネルギー消費量の削減は、バッテリー製造のカー
ボンフットプリントを大幅に改善し、持続可能なサプライチェーン構築の重要な柱とな
ります。また、製造プロセスの簡素化は、工場建設の期間短縮や初期投資の低減にも繋
がり、世界各地でのバッテリー生産能力増強を後押しする可能性があります。この技術
革新は、バッテリー製造装置メーカーや材料サプライヤーにも新たなビジネス機会をも
たらし、次世代のクリーンエネルギー社会実現に向けた重要な推進力となることが期待
されます。

元記事: https://www.panasonic.com/global/corporate/news/articles/20240507.html

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.panasonic.com/global/corporate/news/articles/20240507.html


Form Energy、ミネソタ州で初の商業規模鉄空気電池プロ
ジェクト資金調達を確保

概要

米国のForm Energy社は、ミネソタ州で計画されている初の商業規模鉄空気電池プロジ
ェクト「Great River Energy」向けに資金調達を完了したことを発表しました。このプ
ロジェクトは、15MW/1.5GWhという大規模な容量を持ち、100時間の長時間蓄電能力

を提供します。再生可能エネルギーの統合と電力系統の安定化に貢献することが期待
されており、現在工場建設も進行中です。これにより、長時間蓄電技術の実用化が大
きく前進します。

公開日 2024年05月01日  Form Energy  米国



詳細

背景：再生可能エネルギーの主力電源化と長時間蓄電の必要性

気候変動対策とエネルギー自給率向上のため、世界中で太陽光発電や風力発電といった
再生可能エネルギーの導入が急速に進んでいます。しかし、これらの発電方法は天候に
左右され、出力が変動するため、電力系統の安定性を維持するための新たな対策が不可
欠です。従来の短時間・中時間蓄電（主にリチウムイオン電池）では対応が難しい数時
間から数日間にわたる長時間蓄電（LDES: Long-Duration Energy Storage）技術が、再生
可能エネルギーの主力電源化に向けた次なるフロンティアとして強く求められていま
す。特に、安価で豊富な資源を用いたLDES技術への期待が高まっています。

主要内容：Form Energy、初の商業規模鉄空気電池プロジェクトを進展

米国のエネルギー貯蔵技術企業Form Energyは、ミネソタ州で進められている初の商業
規模の鉄空気電池プロジェクト「Great River Energy」の資金調達を無事完了したと発表
しました。この画期的なプロジェクトは、15メガワット（MW）の電力と1.5ギガワット
時（GWh）のエネルギー容量、すなわち100時間もの連続放電が可能な能力を持つこと
を特徴としています。これは、従来のバッテリー技術では困難であった超長時間にわた
る電力供給を可能にするものです。鉄空気電池は、安価で入手しやすい鉄と空気を利用
するため、コスト効率が非常に高いとされています。プロジェクトは現在、専用工場の
建設段階に入っており、2025年までに稼働開始を目指しています。

プロジェクト名: Great River Energyプロジェクト。

技術: 鉄空気電池 (Long-Duration Energy Storage)。

規模: 15MW/1.5GWh (100時間蓄電能力)。

投資額: 第一段階で約2000万ドルを確保。

進捗: 工場建設が進行中。

貢献: 再生可能エネルギーの系統統合と安定化。



技術的意義と市場への影響

Form Energyによる商業規模の鉄空気電池プロジェクトの進展は、長時間蓄電技術の実
用化における大きなブレークスルーです。安価で豊富な資源（鉄と空気）を利用するこ
の技術は、リチウムイオン電池など他のLDES技術と比較しても、圧倒的な低コストでの
長時間蓄電を実現する可能性を秘めています。この技術が普及すれば、再生可能エネル
ギーの導入拡大に伴う系統の不安定性を根本的に解決し、電力系統の脱炭素化とレジリ
エンス（強靭性）を大幅に向上させることが期待されます。また、電力網のピーク需要
への対応や、送電網の混雑緩和にも貢献するでしょう。これにより、長時間蓄電という
新たな巨大市場が創出され、材料サプライチェーン、プロジェクト開発、運用サービス
など、広範な産業分野にわたる新たなビジネスチャンスをもたらします。今後の課題
は、大規模製造プロセスの確立、初期コストの最適化、そして充放電効率のさらなる改
善が挙げられますが、本プロジェクトはクリーンエネルギーの未来に向けた重要な一歩
となるでしょう。

元記事: https://formenergy.com/news/form-energy-secures-funding-for-first-commercial-iron-air-

battery-project-in-minnesota/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://formenergy.com/news/form-energy-secures-funding-for-first-commercial-iron-air-battery-project-in-minnesota/
https://formenergy.com/news/form-energy-secures-funding-for-first-commercial-iron-air-battery-project-in-minnesota/


ESS Inc.、カリフォルニア州で系統用鉄フロー電池を導入
開始

概要

米国のESS Inc.は、カリフォルニア州においてPG&E向けに複数のユーティリティスケ
ール鉄フロー電池システムを導入し、稼働を開始したと発表しました。これらのシス
テムは、4時間以上の長時間蓄電能力を提供し、再生可能エネルギーの統合と電力系統

の安定化に貢献します。鉄フロー電池は、高い安全性、長寿命、低コストという特徴
を持ち、再生可能エネルギーが豊富な地域での系統蓄電ソリューションとして期待さ
れています。

公開日 2024年04月29日  ESS Inc.  米国



詳細

背景：再生可能エネルギー大量導入と系統安定化の課題

カリフォルニア州は、再生可能エネルギーの導入を積極的に進める米国のリーダー的存
在ですが、太陽光発電の出力変動に伴う電力系統の不安定化が課題となっています。特
に夕方の太陽光発電量が減少する時間帯（ダックカーブ現象）において、急峻な電力需
要への対応や周波数維持のために、柔軟かつ信頼性の高いエネルギー貯蔵ソリューショ
ンが不可欠です。リチウムイオン電池が主流を占める中、安全性、長寿命、環境負荷の
低減といった点で、新たな長時間蓄電技術への需要が高まっています。

主要内容：ESS Inc.がカリフォルニアで鉄フロー電池を商用展開

米国の長時間エネルギー貯蔵ソリューションプロバイダーであるESS Inc.は、カリフォ
ルニア州において、電力会社PG&E（Pacific Gas and Electric Company）向けに複数のユ
ーティリティスケール鉄フロー電池システムを導入し、その稼働を開始したことを発表
しました。これらのシステムは、4時間以上の蓄電能力を提供し、再生可能エネルギー
由来の電力の安定供給を支援します。鉄フロー電池は、電解液として安価で豊富に入手
可能な鉄塩水溶液を使用するため、資源制約が少なく、火災リスクが低いという本質的
な安全性を持ちます。また、電解液の交換や追加が可能なため、容量劣化が少なく、20
年以上の長寿命が期待できるという特徴があります。

導入企業: ESS Inc.

電力会社: PG&E (Pacific Gas and Electric Company)。

設置場所: カリフォルニア州。

技術: 鉄フロー電池。

蓄電時間: 4時間以上。

貢献: 再生可能エネルギーの統合、系統安定化。



技術的意義と市場への影響

ESS Inc.による鉄フロー電池の商業規模での導入と稼働は、長時間蓄電技術の成熟度を
示す重要な事例です。鉄フロー電池は、既存のリチウムイオン電池と比較してエネルギ
ー密度は低いものの、安全性、長寿命、そして低コストという点で、ユーティリティス
ケール（電力会社規模）の系統蓄電に非常に適しています。特に、再生可能エネルギー
の出力変動を吸収し、安定した電力を供給する役割において、その価値を発揮します。
この技術の普及は、電力系統のレジリエンス（強靭性）を高め、再生可能エネルギーの
主力電源化を加速させる上で不可欠な要素となるでしょう。また、大規模なエネルギー
貯蔵施設が必要となる地域、特に再エネ導入が活発な地域では、鉄フロー電池が競争力
のあるソリューションとして需要を拡大する可能性があります。今後の課題は、充放電
効率のさらなる改善、設置面積の最適化、そして市場での認知度と信頼性の確立が挙げ
られます。

元記事: https://essinc.com/news/ess-inc-deploys-iron-flow-batteries-for-utility-scale-storage-in-

california/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://essinc.com/news/ess-inc-deploys-iron-flow-batteries-for-utility-scale-storage-in-california/
https://essinc.com/news/ess-inc-deploys-iron-flow-batteries-for-utility-scale-storage-in-california/


ニュージーランドでテスラ Megapack を活用した大規模
BESSが稼働開始

概要

ニュージーランドにおいて、Tesla Megapackを用いた大規模バッテリーエネルギー貯
蔵システム（BESS）プロジェクトが稼働を開始しました。このシステムは総容量
185MWhを有し、再生可能エネルギーの大量導入に伴う電力系統の不安定性を緩和す

ることに貢献します。周波数調整やピークシフト機能を通じて、現地の電力会社であ
るMercury Energyが運用を担い、ニュージーランドの電力供給の安定化と脱炭素化を
推進します。

公開日 2024年05月08日  Tesla  ニュージーランド



詳細

背景：再エネ先進国における系統安定化の課題

ニュージーランドは水力発電などの豊富な再生可能エネルギー資源を活用しており、電
力供給の大部分をクリーンエネルギーで賄っています。しかし、近年、太陽光や風力発
電の導入拡大に伴い、その出力変動が電力系統の安定性に影響を与えるケースが増えて
います。特に、季節や天候による発電量の変化に対応するため、大規模かつ迅速な応答
が可能な蓄電システムの必要性が高まっていました。電力系統の柔軟性を向上させ、安
定供給を維持するためには、先進的なバッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）の導
入が不可欠です。

主要内容：テスラMegapack、ニュージーランドの系統に貢献

ニュージーランドで、Teslaの高性能バッテリーエネルギー貯蔵システム「Megapack」
を導入した大規模なBESSプロジェクトが稼働を開始しました。このシステムは、総容量
185MWhを誇り、再生可能エネルギーの大量導入によって生じる電力系統の不安定性を
効果的に緩和するように設計されています。具体的には、電力系統の周波数変動を迅速
に調整し、電力需要のピーク時に電力を供給することでピークシフトに貢献します。プ
ロジェクトの運用は、現地の主要電力会社であるMercury Energyが担っており、同社の
クリーンエネルギー供給戦略の中核をなすものと位置づけられています。

導入システム: Tesla Megapack。

設置国: ニュージーランド。

運用会社: Mercury Energy。

容量: 185MWh。

主要機能: 系統周波数調整、ピークシフト、再生可能エネルギーの統合。

目標: 電力系統の安定化と脱炭素化の加速。



技術的意義と市場への影響

ニュージーランドにおけるTesla Megapackの大規模導入は、リチウムイオンBESSが、短
時間から中時間（数時間）の系統安定化サービスにおいて、その有効性をグローバルに
示している事例です。Megapackは、高度なバッテリー管理システム（BMS）とエネル
ギー管理システム（EMS）を統合しており、電力系統の要求に瞬時に対応する能力を持
っています。これにより、再生可能エネルギーの変動性によって引き起こされる電力品
質の問題を軽減し、系統運用者に大きな柔軟性を提供します。この種のプロジェクト
は、世界中の電力系統事業者が再生可能エネルギーの導入目標を達成する上で重要なモ
デルとなります。大規模BESS市場は今後も拡大が予測され、システムの設置から運用、
保守サービスに至るまで、関連産業に多大なビジネスチャンスをもたらすでしょう。一
方で、初期設置コスト、リチウム資源への依存、そして火災安全対策の継続的な改善と
標準化が、今後の普及に向けた主要な課題となります。

元記事: https://www.tesla.com/megapack

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.tesla.com/megapack


FluenceとWärtsilä、安全性強化機能でグローバルBESS展
開を加速

概要

大手バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）プロバイダーのFluenceと、フィンラ
ンドの技術企業Wärtsiläは、安全性強化機能を盛り込んだ協業を通じて、グローバルな
BESS導入を加速すると発表しました。両社は、火災安全対策や熱暴走管理システムに

関する知見を共有し、より安全で信頼性の高い大規模蓄電ソリューションを提供する
ことを目指します。この提携は、BESSの信頼性向上と社会受容性拡大に不可欠な動き
として注目されます。

公開日 2024年05月03日  Fluence Energy  グローバル



詳細

背景：大規模BESS普及における安全性の重要性

再生可能エネルギーの変動性に対応し、電力系統を安定化させるために、大規模バッテ
リーエネルギー貯蔵システム（BESS）の導入が世界中で加速しています。BESSは多く
の利点を持つ一方で、バッテリー火災や熱暴走といった安全性の問題が、大規模設置に
おける重要な懸念事項として浮上しています。公衆の安全を確保し、BESSに対する社会
的な信頼を確立するためには、高度な安全対策技術とそれを共有する産業界全体の協力
が不可欠となっています。この課題への対応は、BESSの普及を左右する重要な要素で
す。

主要内容：FluenceとWärtsiläが安全性強化で戦略的提携

世界的なBESSソリューションプロバイダーであるFluenceと、海洋・エネルギー市場で
活躍する技術企業のWärtsiläは、グローバルなBESS導入を加速させるため、安全性強化
機能の開発と実装に関する戦略的提携を発表しました。この協業は、両社が持つバッテ
リー技術、システム設計、運用経験から得られた火災安全対策や熱暴走管理システムに
関する深い知見を共有し、統合することに焦点を当てています。具体的には、高度なバ
ッテリー管理システム（BMS）のアルゴリズム、効率的な熱管理ソリューション、およ
びリアルタイム監視システムの開発と展開を通じて、BESS全体の安全性と信頼性を高め
ることを目指します。これにより、大規模プロジェクトにおけるリスクを低減し、より
安心できる蓄電ソリューションを提供できるようになります。

提携企業: Fluence（BESSプロバイダー）とWärtsilä（エネルギー技術企業）。

協業目的: 安全性強化機能の開発と実装によるグローバルBESS導入の加速。

主要技術領域: 火災安全対策、熱暴走管理システム、高度BMS/EMS。

目標: より安全で信頼性の高い大規模蓄電ソリューションの提供。

影響: BESSの社会受容性の向上とリスク低減。



技術的意義と産業への展望

FluenceとWärtsiläの提携は、大規模BESSにおける安全性が業界の最重要課題の一つであ
ることを明確に示しており、主要企業が協力して解決策を模索している点に大きな意義
があります。この協業は、BESSの設計、バッテリー管理システム（BMS）、エネルギー
管理システム（EMS）における安全性へのアプローチを進化させ、業界全体のベストプ
ラクティスを確立する道を拓くでしょう。技術的には、予兆検知機能の強化や、より効
率的な冷却システム、火災発生時の迅速な対応メカニズムの開発が加速されます。社
会・電力システム上の意味としては、これにより公衆の安全と信頼が確保され、BESSの
社会受容性が飛躍的に高まります。産業面では、高度なBMS/EMS、専門的な火災抑制
システム、そしてリスク評価や保険サービスといった新たなビジネスチャンスが生まれ
ます。今後の課題は、規制の標準化への貢献、初期投資コストとのバランス、そして技
術的な進化を継続的に市場に反映させることですが、この協業はBESSの持続的な成長と
社会貢献に不可欠な要素となるでしょう。

元記事: https://fluenceenergy.com/news/fluence-and-wartsila-partner-to-accelerate-global-bess-

deployment/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://fluenceenergy.com/news/fluence-and-wartsila-partner-to-accelerate-global-bess-deployment/
https://fluenceenergy.com/news/fluence-and-wartsila-partner-to-accelerate-global-bess-deployment/


Redwood Materials、欧州に新たなバッテリーリサイクル
工場を建設へ

概要

米国のバッテリーリサイクル大手Redwood Materialsは、欧州におけるリチウムイオン
電池のリサイクル需要増大に対応するため、新たな大規模リサイクルプラントを欧州
に建設すると発表しました。このプラントは、使用済みEVバッテリーや製造工程のス

クラップから、リチウム、ニッケル、コバルトといった貴重な材料を高効率で回収
し、クローズドループサプライチェーンの構築を目指します。この投資は、欧州の持
続可能な電池産業エコシステム構築に貢献します。

公開日 2024年04月26日  Redwood Materials  欧州



詳細

背景：欧州における電池リサイクル需要の高まり

欧州連合（EU）は、電気自動車（EV）の普及と再生可能エネルギー導入を強力に推進
する中で、バッテリーのライフサイクル全体にわたる持続可能性を重視しています。特
に、原材料の確保における地政学的リスクの低減、資源の循環利用促進、そして環境負
荷の最小化という観点から、域内でのバッテリーリサイクル能力の確立が喫緊の課題と
なっています。EUの新しいバッテリー規制は、リサイクル材の使用義務や高い回収目標
を設定しており、これに対応するため、大規模なリサイクルインフラの整備が不可欠で
す。

主要内容：Redwood Materials、欧州に大規模リサイクル工場を建設

米国の先進的バッテリーリサイクル企業であるRedwood Materialsは、欧州におけるリ
チウムイオン電池のリサイクル需要の急増に対応するため、同地域に新たな大規模リサ
イクルプラントを建設する計画を発表しました。この戦略的な投資は、欧州の域内サプ
ライチェーンを強化し、持続可能な電池生産を支援することを目的としています。新プ
ラントでは、使用済み電気自動車（EV）バッテリー、製造工程で発生するスクラップ、
およびその他電池製品から、リチウム、ニッケル、コバルト、銅といった貴重な金属を
効率的に回収する予定です。Redwood Materialsは、湿式製錬技術と先進的な精製プロ
セスを組み合わせることで、高い回収率と高品質なリサイクル材の生産を目指していま
す。

建設主体: Redwood Materials。

建設地: 欧州（具体的な国は未公表）。

投資規模: 数十億ユーロ規模の投資を計画。

処理能力目標: 年間数万トンのバッテリー材料処理。

目的: 貴重な原材料の回収とクローズドループサプライチェーンの構築。

対象: 使用済みEVバッテリー、バッテリー製造スクラップ。



技術的意義と市場への影響

Redwood Materialsによる欧州でのリサイクルプラント建設は、世界のバッテリー産業
における資源循環の重要性が高まっていることを明確に示すものです。この取り組み
は、バッテリーリサイクルのグローバルなインフラを拡大し、特に欧州が自立したサプ
ライチェーンを確立する上で不可欠な要素となります。技術的には、湿式製錬と直接リ
サイクル技術の組み合わせにより、従来のプロセスよりも環境負荷が低く、より高い回
収率とコスト効率を実現する可能性を秘めています。市場においては、リサイクルされ
た高品質な原材料の安定供給が可能となり、バッテリーメーカーは新規採掘資源への依
存を減らし、サプライチェーンの強靭性を高めることができます。また、リサイクル産
業そのものも大きく成長し、物流、処理技術、材料供給といった新たなビジネスチャン
スが生まれるでしょう。今後の課題としては、効率的なバッテリー回収ネットワークの
構築、異なるバッテリー組成への対応、そして規制への適応が挙げられますが、この投
資はクリーンエネルギー経済の実現に向けた重要な一歩となります。

元記事: https://www.redwoodmaterials.com/news/redwood-materials-to-build-new-battery-recycling-

plant-in-europe/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.redwoodmaterials.com/news/redwood-materials-to-build-new-battery-recycling-plant-in-europe/
https://www.redwoodmaterials.com/news/redwood-materials-to-build-new-battery-recycling-plant-in-europe/


Ascend Elements、ケンタッキー州で「ハイドロ・ツー・
カソード」直接リサイクル能力を拡張

概要

米国のAscend Elementsは、ケンタッキー州における「Hydro-to-Cathode」直接リサイ
クル施設の拡張を発表しました。この施設は、使用済みリチウムイオン電池から回収
される「ブラックマス」から直接、正極材前駆体（pCAM）を製造することで、電池

メーカーへのクローズドループプロセスを実現します。拡張により、年間30,000トン
のブラックマス処理能力を持ち、数万台のEVバッテリーに相当する材料を回収可能と
なり、電池サプライチェーンの持続可能性を大きく向上させます。

公開日 2024年05月06日  Ascend Elements  米国



詳細

背景：バッテリーリサイクルの環境負荷と効率性向上への要請

電気自動車（EV）や各種電子機器の普及に伴い、使用済みリチウムイオン電池の量が増
加の一途を辿っています。これらのバッテリーから貴重な金属資源を回収するリサイク
ルは不可欠ですが、従来のリサイクルプロセスには、精錬に多大なエネルギーを消費し
たり、複雑な工程を経るためにコストがかかるという課題がありました。特に、環境負
荷を低減しつつ、より効率的に、かつ高品質な材料を回収できる新たなリサイクル技術
が強く求められており、その解決策の一つとして「直接リサイクル」技術への期待が高
まっています。

主要内容：Ascend Elements、ケンタッキーで直接リサイクル能力を大幅拡張

米国のバッテリーリサイクル技術企業Ascend Elementsは、ケンタッキー州で行ってい
る「Hydro-to-Cathode」直接リサイクル施設の拡張計画を発表しました。この施設は、
使用済みリチウムイオン電池を破砕して得られる「ブラックマス」（粉末状の複合材
料）から、リチウム、ニッケル、コバルトなどの貴重な金属を化学的に抽出し、さらに
それを直接、新たな正極材前駆体（pCAM: precursor Cathode Active Material）として
製造する独自のプロセスを特徴としています。従来の製錬・精製プロセスと比較して工
程が大幅に短縮されるため、環境負荷が低く、材料回収効率が高いという利点がありま
す。今回の拡張により、施設の年間ブラックマス処理能力は30,000トンに達し、これは
数万台のEVバッテリーに相当する規模となります。

技術名: 「Hydro-to-Cathode」直接リサイクル技術。

拡張拠点: 米国ケンタッキー州。

処理対象: 使用済みリチウムイオン電池からのブラックマス。

最終製品: 正極材前駆体（pCAM）。

拡張能力: 年間30,000トンのブラックマス処理。

貢献: 電池メーカーへのクローズドループサプライチェーン構築。



技術的意義と市場への影響

Ascend Elementsによる直接リサイクル施設の拡張は、バッテリーリサイクル分野にお
ける技術革新と商業化の重要な進展を示しています。特に「Hydro-to-Cathode」プロセ
スは、従来の湿式製錬法に比べてエネルギー消費が少なく、炭素排出量を大幅に削減で
きるため、環境的に優位性があります。また、ブラックマスから直接正極材前駆体を製
造できることで、サプライチェーンが簡素化され、コスト削減と生産リードタイムの短
縮に貢献します。この技術の普及は、希少金属の新規採掘への依存度を低減し、電池の
ライフサイクル全体での持続可能性を向上させる上で不可欠です。市場においては、リ
サイクルされた材料の品質と供給の安定性が高まることで、電池メーカーはより持続可
能な製品開発を進めることができます。今後の課題としては、多種多様なバッテリー組
成への対応能力の向上、高品質リサイクル材の安定供給、そして市場認知度のさらなる
向上が挙げられますが、本取り組みは、循環型経済の実現に向けた強力な推進力となる
でしょう。

元記事: https://ascendelements.com/news/ascend-elements-expands-hydro-to-cathode-direct-

recycling-capacity-in-kentucky/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://ascendelements.com/news/ascend-elements-expands-hydro-to-cathode-direct-recycling-capacity-in-kentucky/
https://ascendelements.com/news/ascend-elements-expands-hydro-to-cathode-direct-recycling-capacity-in-kentucky/


EUバッテリー規則が発効、持続可能なバッテリーサプラ
イチェーンを推進

概要

欧州連合（EU）の新しいバッテリー規則が正式に発効しました。この包括的な規制
は、バッテリーの設計から生産、使用、そしてリサイクルに至るライフサイクル全体
にわたる持続可能性を義務付けています。特に、原材料の回収率、リサイクル材の使

用、カーボンフットプリントの開示などが厳しく求められ、欧州域内での強靭で持続
可能な電池サプライチェーンの構築を強力に推進することを目的としています。これ
は世界のバッテリー産業に大きな影響を与えるでしょう。

公開日 2024年05月01日  欧州委員会  欧州



詳細

背景：バッテリー産業の環境・社会課題とEUの政策的対応

電気自動車（EV）や定置用蓄電システム（ESS）の普及が急速に進む中で、バッテリー
の生産量も飛躍的に増加しています。しかし、バッテリー製造における原材料の調達に
は、希少資源の枯渇、採掘地の環境破壊、労働問題、そして地政学的なリスクといった
多くの課題が伴います。また、使用済みバッテリーの処理やリサイクルも、その環境負
荷や効率性が重要な論点となっています。このような背景を受け、欧州連合（EU）は、
バッテリーのライフサイクル全体を通じて持続可能性と倫理性を確保するための包括的
な規制枠組みの必要性を認識し、その策定を進めてきました。

主要内容：EUバッテリー規則の発効とその主要要件

2024年5月1日、欧州連合の新しい「バッテリー規則」が正式に発効しました。この規則
は、EU市場に投入される全てのバッテリー（ポータブル、産業用、EV用、LMT用など）
を対象とし、その設計から生産、使用、そしてリサイクルに至るまでの全ライフサイク
ルにわたる厳格な要件を課しています。主要な要件は以下の通りです。

原材料の責任ある調達: 強制的なデューデリジェンス要件を導入し、人権侵害や環境
破壊のリスクを軽減。

リサイクル材の最小含有率: 特定のバッテリーに、リチウム、ニッケル、コバルトな
どのリサイクル材の最低含有率を義務付け（2031年以降）。

回収目標とリサイクル効率: 使用済みポータブルバッテリーの回収目標を大幅に引き
上げ、リサイクルプロセスの効率性向上を義務付け。

カーボンフットプリントの開示: EVおよび産業用バッテリーについて、その製造段階
でのカーボンフットプリントの開示を義務付け、将来的には性能クラスの設定も検
討。

デジタルパスポート: 各バッテリーの重要な情報（製造元、組成、CO2排出量、リサ
イクル状況など）を記録・アクセスできる「バッテリーパスポート」の導入。



技術的意義と市場への影響

EUバッテリー規則の発効は、世界のバッテリーサプライチェーンに対して前例のない規
模と厳しさで変革を促すものです。技術的には、バッテリー材料のトレーサビリティ技
術の高度化、製品設計におけるリサイクル性の向上、そしてリサイクル技術そのものの
効率化が必須となります。特に、リサイクル材の活用やカーボンフットプリントの開示
義務は、サプライヤー各社に対し、より持続可能で透明性の高い製造プロセスへの移行
を強く促します。この規制は、EU域内での強靭かつ持続可能な電池産業エコシステムを
構築することを目的としており、域外からの輸入品にも同様の要件が適用されるため、
グローバルなバッテリーメーカーは対応を迫られます。これにより、規制対応ソリュー
ション、新たなリサイクル産業、そして持続可能な材料供給企業に大きなビジネスチャ
ンスが生まれるでしょう。今後の課題としては、企業側の対応コスト、データの収集と
開示における複雑性、そしてグローバルな規制との整合性の確保が挙げられますが、こ
の規則はバッテリー産業の未来を形作る重要な政策となります。

元記事: https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_24_XXXX

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_24_XXXX


米国エネルギー省、長時間エネルギー貯蔵（LDES）プロ
ジェクトに数億ドルの資金提供を発表

概要

米国エネルギー省（DOE）は、長期間エネルギー貯蔵（LDES）技術の商業化を加速す
るため、数億ドル規模の新たな資金提供プログラムを発表しました。この資金は、革
新的なLDES技術のパイロットプロジェクトや実証プロジェクトを支援し、再生可能エ

ネルギーの導入拡大と電力系統のレジリエンス向上を目指します。政府による強力な
政策支援は、多様なLDES技術の発展と市場投入を後押しすると期待されます。

公開日 2024年04月20日  米国エネルギー省 (DOE)  米国



詳細

背景：クリーンエネルギー社会への移行とLDESの戦略的役割

米国は、野心的なクリーンエネルギー目標を掲げ、太陽光発電や風力発電といった変動
性再生可能エネルギーの導入を加速しています。しかし、これらのエネルギー源の出力
が天候に左右されるため、大規模な導入には、数時間から数日間にわたる電力を安定的
に供給できる長時間エネルギー貯蔵（LDES）技術が不可欠です。LDESは、再生可能エ
ネルギーの余剰電力を貯蔵し、需要ピーク時に供給することで、電力系統の安定化、送
電網の効率向上、そして最終的には化石燃料への依存度低減に貢献する戦略的な役割を
担います。この分野の技術開発と商業化は、国家的なエネルギー安全保障と経済成長の
鍵とみなされています。

主要内容：DOEがLDES商業化を加速する大規模資金提供を発表

米国エネルギー省（DOE）は、長期間エネルギー貯蔵（LDES）技術の商業化と普及を加
速させるため、数億ドル規模の新たな資金提供プログラムを発表しました。この画期的
なイニシアチブは、LDES技術のパイロットプロジェクトや大規模な実証プロジェクトを
対象とし、市場投入までのギャップを埋めることを目的としています。資金は、フロー
電池、熱貯蔵、圧縮空気エネルギー貯蔵（CAES）など、多様なLDES技術をカバーし、
それぞれの技術が持つ特定の課題解決や性能向上に資する研究開発、スケールアップ、
実地試験を支援します。DOEは、この資金提供が民間セクターからの投資をさらに呼び
込み、LDES産業全体の成長を促進すると期待しています。

発表機関: 米国エネルギー省（DOE）。

資金規模: 数億ドル規模。

対象技術: 長時間エネルギー貯蔵（LDES）技術全般。

支援対象: パイロットプロジェクト、実証プロジェクト。

目的: LDES技術の商業化加速、再生可能エネルギー導入拡大、系統レジリエンス向
上。

期待される効果: 民間投資の誘発、多様なLDES技術の発展。



技術的意義と市場への影響

米国DOEによるLDES技術への大規模な資金提供は、この分野の技術革新と商業化を強力
に後押しするものです。政府の強力な支援は、初期段階の技術リスクが高いLDESプロジ
ェクトにとって、資金調達のハードルを下げ、開発期間を短縮する上で極めて重要で
す。技術的には、これによりフロー電池、熱貯蔵、圧縮空気貯蔵（CAES）、重力式貯
蔵など、それぞれのLDES技術が持つ特性を最大限に活かした実証と最適化が加速されま
す。特に、再生可能エネルギーの主力電源化を可能にし、電力系統の柔軟性と信頼性を
大幅に向上させるという社会・電力システム上の意義は計り知れません。市場において
は、LDES技術開発企業への投資が加速し、大規模プロジェクト開発、エンジニアリング
サービス、そして新たな材料サプライチェーンといった巨大なビジネスチャンスが生ま
れるでしょう。今後の課題は、技術の経済性向上、大規模プロジェクトのリスク管理、
そして多様な系統への接続性や規制枠組みの整備が挙げられますが、この政策はクリー
ンエネルギー社会の実現に向けた米国のコミットメントを示す強力なメッセージとなり
ます。

元記事: https://www.energy.gov/news/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.energy.gov/news/


オーストラリア電力市場運営機関（AEMO）、BESSの系
統接続規則を更新

概要

オーストラリアの電力系統運用者であるAEMO（Australian Energy Market Operator）
は、バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）の系統接続規則を更新したと発表し
ました。この改訂は、大規模BESSプロジェクトの迅速かつ効率的な電力系統への統合

を促進し、再生可能エネルギーの導入拡大と系統の柔軟性向上に貢献することを目的
としています。新しい規則は、技術的な要件と手続きの簡素化を図っています。

公開日 2024年05月10日  オーストラリア電力市場運営機関 (AEMO)  オーストラリア



詳細

背景：再生可能エネルギーの急増と系統の近代化

オーストラリアは、豊富な太陽光と風力資源を背景に、再生可能エネルギーの導入を世
界的にリードしています。しかし、この急速な変革は、既存の電力系統に新たな課題を
もたらしています。特に、変動性の高い再生可能エネルギー源の大量接続は、系統の安
定性、周波数制御、電圧調整といった面で複雑な問題を引き起こす可能性があります。
このような状況下で、バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）は、これらの課題を
解決し、系統の柔軟性とレジリエンス（強靭性）を高めるための重要なソリューション
として位置づけられています。BESSの効率的かつ安全な系統統合を促進するためには、
明確で実用的な接続規則が不可欠です。

主要内容：AEMO、BESS系統接続規則を簡素化・最適化

オーストラリアの電力系統運営を担うAEMO（Australian Energy Market Operator）は、
バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）の電力系統への接続をより効率的に行うた
め、関連規則を更新したことを発表しました。この改訂は、複雑な手続きを簡素化し、
技術的な要件を合理化することに重点を置いています。具体的には、BESSが提供できる
系統安定化サービス（周波数調整、電圧サポート、無効電力供給など）の活用を最大限
に引き出すための枠組みが強化されています。新しい規則は、大規模な蓄電プロジェク
トが直面する接続遅延を減らし、開発プロセスを迅速化することで、再生可能エネルギ
ーの導入目標達成に貢献することを意図しています。

発表機関: オーストラリア電力市場運営機関 (AEMO)。

対象: バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）の系統接続。

目的: 系統接続プロセスの迅速化と効率化、再エネ導入拡大。

主要変更点: 技術的要件と手続きの簡素化、系統安定化機能の活用促進。

期待される効果: 系統の柔軟性向上、電力価格の安定化。



技術的意義と市場への影響

AEMOによるBESS系統接続規則の更新は、大規模BESS導入を加速するための具体的な政
策・規制改革が、特に再生可能エネルギー先進国で進んでいることを示すものです。こ
の規則改訂は、BESSの持つ高速応答性や多機能性といった技術的な強みを、電力系統の
安定化サービスとして最大限に活用するための枠組みを強化します。これにより、BESS
は単なるエネルギー貯蔵装置としてだけでなく、系統の重要なアセットとしてその価値
を高めるでしょう。社会・電力システム上の意味としては、再生可能エネルギーの普及
を支援し、電力価格の安定化と供給信頼性の向上に寄与します。市場においては、BESS

プロジェクト開発者がより予測可能で効率的なプロセスでプロジェクトを進められるよ
うになり、投資環境が改善されます。これは、BESS開発、系統安定化サービス、コンサ
ルティングといった分野で新たなビジネスチャンスを生み出すでしょう。今後の課題と
しては、依然として存在する系統の混雑、接続プロセスの複雑性、そして電力市場設計
のさらなる最適化が挙げられますが、この規制改革はオーストラリアのクリーンエネル
ギー移行を加速させる重要な一歩となります。

元記事: https://www.aemo.com.au/news

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.aemo.com.au/news


ドイツで住宅用蓄電池を統合したバーチャルパワープラン
ト（VPP）プロジェクトが稼働開始

概要

ドイツにおいて、住宅用蓄電池を統合した大規模なバーチャルパワープラント
（VPP）プロジェクトが稼働を開始しました。このVPPは、数千軒の住宅に設置された
蓄電池群をクラウドベースのプラットフォームで遠隔制御し、電力市場に供給するこ

とで、系統の需給調整や再生可能エネルギーの出力平準化に貢献します。参加する家
庭は、電力市場への貢献に応じて収益の一部を得ることができ、消費者参加型のエネ
ルギーシステムへの移行を象徴する動きです。

公開日 2024年05月01日  E.ON  ドイツ



詳細

背景：分散型エネルギーリソースの台頭とグリッドの課題

ドイツは、エネルギー転換（Energiewende）政策の下、再生可能エネルギーの導入を加
速しており、多くの家庭で太陽光発電システムと連携した蓄電池が普及しています。こ
れらの分散型エネルギーリソース（DER）は、個々では小規模ですが、全体として見れ
ば電力系統に大きな影響を与える可能性があります。しかし、これらのDERを効率的に
活用し、電力系統の安定化に貢献させるためには、高度な制御技術と市場メカニズムが
必要です。バーチャルパワープラント（VPP）は、これらの分散型資源を束ねてあたか
も一つの発電所のように機能させることで、この課題を解決する重要なソリューション
として注目されています。

主要内容：ドイツ、家庭用蓄電池を統合した大規模VPPを稼働

ドイツ国内で、住宅用蓄電池を高度に統合した大規模なバーチャルパワープラント
（VPP）プロジェクトが正式に稼働を開始しました。このプロジェクトは、数千軒の一
般家庭に設置された蓄電池システムを、クラウドベースのインテリジェントなプラット
フォームを通じて一元的に制御するものです。VPPは、個々の蓄電池をリアルタイムで
最適に充放電させることで、電力市場（特に調整力市場）において電力の需給調整サー
ビスを提供し、また再生可能エネルギーの変動する出力を平準化する役割を担います。
参加する家庭は、自身の蓄電池が電力系統に貢献した実績に応じて金銭的なインセンテ
ィブを受け取ることができ、これは消費者にとっても新たな収益機会となります。E.ON

のような主要エネルギー企業が、VPPプロバイダーと協力してこのプロジェクトを推進
しています。

プロジェクト形式: バーチャルパワープラント（VPP）。

統合対象: 住宅用蓄電池。

参加規模: 数千軒の住宅が参加し、数MW規模の柔軟性を目標。

主要機能: 系統の需給調整、再生可能エネルギー出力平準化、電力市場への参加。

メリット: 系統安定化、消費者への収益機会、環境負荷低減。

推進企業: E.ON (主要な関連企業として)。



技術的意義と市場への影響

ドイツにおける住宅用蓄電池を統合したVPPの稼働は、分散型エネルギーリソースが電
力市場で具体的な収益を生み出し、電力系統に貢献するビジネスモデルとして確立され
つつあることを示しています。技術的には、高度なAIと通信技術を用いた分散型リソー
スの最適制御が鍵となります。これにより、個々の家庭用蓄電池の稼働状況をリアルタ
イムで把握し、電力市場の価格シグナルや系統の需給状況に応じて最適な充放電戦略を
実行することが可能になります。社会・電力システム上の意味としては、地域レベルで
のエネルギーレジリエンスが向上し、消費者が受動的な電力消費者から能動的なプロシ
ューマーへと変化する、消費者参加型のエネルギーシステムへの移行を促進します。産
業面では、VPPプラットフォームプロバイダー、住宅用蓄電池メーカー、そしてエネル
ギーサービスプロバイダーといった新たなビジネスチャンスが生まれるでしょう。今後
の課題は、参加者のさらなる獲得、安定した通信インフラの確保、そしてVPPの発展を
支援する規制枠組みの整備が挙げられますが、本プロジェクトは未来のエネルギーシス
テムの青写真を示すものです。

元記事: https://www.enbw.com/news/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.enbw.com/news/


データセンター業界、信頼性向上と脱炭素化へバッテリー
貯蔵を採用加速

概要

データセンター業界において、従来のディーゼル発電機に代わるバックアップ電源と
して、バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）の導入が加速しています。BESS

は、瞬時の電力供給能力と二酸化炭素排出量削減という両面で優れており、データセ

ンターの運用信頼性を向上させると同時に、脱炭素化目標の達成に貢献します。特
に、大手クラウドプロバイダーが積極的に採用を進めており、データセンターのエネ
ルギー効率改善と再生可能エネルギーとの統合が促進されています。

公開日 2024年05月09日  Data Center Dynamics  グローバル



詳細

背景：データセンターのエネルギー需要と持続可能性の課題

デジタル化の進展に伴い、データセンターの数は世界中で増加し続けており、その電力
消費量は膨大です。データセンターは、24時間365日の連続稼働が求められるため、電
力供給の信頼性は最も重要な要素の一つです。従来、停電時のバックアップ電源として
はディーゼル発電機が広く利用されてきましたが、これらは稼働時に二酸化炭素
（CO2）を排出する上、メンテナンスコストも高く、持続可能性の観点から代替技術が
求められていました。特に、企業のESG（環境・社会・ガバナンス）目標達成や脱炭素
化へのコミットメントが高まる中、よりクリーンで効率的なバックアップ電源の導入が
急務となっています。

主要内容：データセンター業界におけるBESSの採用拡大

データセンター業界において、従来のディーゼル発電機に代わる次世代のバックアップ
電源として、バッテリーエネルギー貯蔵システム（BESS）の採用が急速に拡大していま
す。BESSは、瞬間的な停電に対応するための高速な電力供給応答性を持ち、ミッション
クリティカルなデータセンターの安定稼働を保証します。さらに、BESSは稼働時に排気
ガスを出さず、ディーゼル発電機のような燃料の保管や定期的なメンテナンスが不要な
ため、環境負荷を大幅に低減し、運用コストを削減することができます。大手クラウド
サービスプロバイダーやコロケーション事業者は、既にBESSをデータセンターインフラ
に組み込み始めており、これにより信頼性の向上と同時に、カーボンフットプリントの
削減目標達成に貢献しています。

導入目的: 運用信頼性（瞬時電力供給）と脱炭素化目標の達成。

代替技術: 従来のディーゼル発電機からの移行。

主要な利点: 高速応答性、CO2排出量削減、メンテナンスコスト低減。

主な採用者: Google、Microsoftといった大手クラウドプロバイダー。

効果: データセンターのエネルギー効率改善と再生可能エネルギーとの統合促進。



技術的意義とビジネスチャンス

データセンターにおけるBESSの採用加速は、BESSが高速応答性と高信頼性を持つミッ
ションクリティカルな電源バックアップとして機能することを明確に示しています。技
術的には、高度なバッテリー管理システム（BMS）とエネルギー管理システム（EMS）
が、システムの安定稼働と効率的な充放電制御を可能にします。また、BESSは太陽光発
電など再生可能エネルギー源との連携が容易であるため、データセンターのPPA（電力
購入契約）による再エネ調達を促進し、全体としての脱炭素化を加速させることができ
ます。これは、データセンターという特定産業における蓄電ソリューションの巨大なビ
ジネスチャンスを生み出しており、BESSを提供するサプライヤー、システムインテグレ
ーター、そして運用保守サービスを提供する企業にとって大きな市場となるでしょう。
今後の課題としては、初期投資コスト、設置面積の最適化、そして適切な冷却・安全管
理システムの構築が挙げられますが、データセンターの持続可能な成長にはBESSが不可
欠な要素となることが確実視されています。

元記事: https://www.datacenterdynamics.com/news/

収集日: 2026年05月15日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.datacenterdynamics.com/news/


日本で電気自動車（EV）用セカンドライフバッテリーを
用いた充電ステーションが稼働開始

概要

日本において、電気自動車（EV）の寿命を迎えたバッテリーを再利用する「セカンド
ライフバッテリー」を活用したEV充電ステーションの実証プロジェクトが開始されま
した。この取り組みは、性能が低下したEVバッテリーを定置用蓄電システムとして活

用することで、充電インフラの導入コストを削減し、バッテリーの資源循環を促進す
ることを目的としています。これにより、廃棄物削減と持続可能なモビリティ社会の
実現に貢献が期待されます。

公開日 2024年05月05日  日本政府環境省（または関連機関）  日本



詳細

背景：EVバッテリーの循環型利用への需要

電気自動車（EV）の普及が加速するにつれて、使用済みとなったEVバッテリーの増加
が予測されています。これらのバッテリーはEVとしての性能要件を満たさなくなった後
も、一定の蓄電能力を保持しており、廃棄するのではなく、別の用途で再利用すること
が資源の有効活用と環境負荷低減の観点から強く求められています。特に、電力系統の
安定化や再生可能エネルギーの導入を支援する定置用蓄電システムは、セカンドライフ
バッテリーの有力な再利用先として注目されています。

主要内容：セカンドライフバッテリー充電ステーションの稼働

日本国内で、電気自動車（EV）の使用済みバッテリーを定置型蓄電システムとして再利
用する「セカンドライフバッテリー」を活用したEV充電ステーションの実証プロジェク
トが稼働を開始しました。この革新的なシステムでは、EVから回収されたバッテリーが
検査・評価を経て、充電ステーションの電源として再構成されます。これにより、電力
系統からの電力供給を最適化し、特に再生可能エネルギーと組み合わせることで、充電
ステーションの運用コストを低減し、持続可能性を高めることが可能となります。プロ
ジェクトでは、セカンドライフバッテリーが充電インフラの信頼性と経済性にどのよう
に貢献するかを検証することを目的としています。

目的: 使用済みEVバッテリーの有効活用とEV充電インフラのコスト削減。

システム構成: 劣化が進んだEVバッテリーを定置用蓄電システムとして再利用。

メリット: 資源の有効活用、廃棄物削減、充電インフラ導入・運用コストの低減。

主要な関係者: 自動車メーカー、商社、政府機関等が連携して推進。

将来性: 環境負荷低減と経済性の両立により、持続可能な社会への貢献が期待され
る。



影響と展望：循環型経済とモビリティの未来

このセカンドライフバッテリーを活用したEV充電ステーションの稼働は、バッテリーの
ライフサイクル全体を通じた持続可能性を高める上で重要な一歩となります。単にバッ
テリーを廃棄するのではなく、その残存価値を最大限に引き出すことで、希少資源の消
費を抑制し、環境負荷を低減する循環型経済モデルの具体例を示しています。技術的に
は、セカンドライフバッテリーの性能診断技術、安全性確保のための管理システム、そ
して複数のバッテリーを統合するシステムインテグレーションのノウハウが重要となり
ます。今後、このビジネスモデルが確立されれば、EV充電インフラの普及を加速させる
だけでなく、バッテリーリサイクルの新たな市場を創出し、SDGs達成にも大きく貢献
することが期待されます。また、電力系統への負荷平準化や非常用電源としての活用な
ど、多角的な展開の可能性を秘めています。

元記事: https://www.env.go.jp/press/
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